
どんな働き方でも均等待遇を ! 同一価値労働に同一賃金を ! 間接性差別禁止を法律に !

均等法を男女雇用平等法に ! 有期雇用にも均等待遇を !
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皆様、蒸し暑い毎日が続きますが、いかがお過ごしでしょうか。

参議院選挙が 6月 24日 スタートしました。均等待遇アクション 21の呼びかけ人では、小池晃さん、福島みずほさ

ん、円より子さんが立候補されております。ぜひ皆さん当選されて、またご活躍されるよう祈念いたします。

アクション 21事務局では、2010年参議院選挙「雇用の均等待遇に関する アンケー ト」を 6月

に実施しました。アンケー ト結果 (6月 21日現在)を同封いたしますのでご覧下さい。

前回のニュースでは、誤って、「第 3次男女共同参画基本 に向けて (中間整理)」 に対する均等待遇

アクション21事務局意見を同封できず誠に申し訳ございませんでした。今号に遅ればせながら同封いたします

のでお読みいただければ幸いです。なお、内閣府男女共同参画局のホームページに、公聴会及び意見募集のま

とめが掲載されています。基本問題・計画専門調査会での審議は終わり、まもなく答申が行なわれようとして

います。答申後、7月 にも「第 3次男女共同参画基本計画策定に当たっての基本的な考え方」としてパプリッ

クコメントの募集がされると思われますので、注目し取り組みましょう。

15ペイロエクイティで丸ごと解決 Iでホームヘルバーの職務評価をみんなで体験 !

IL0100号 条約違反申立て 3組合と均等待遇アクション 21共催で開催した集会は約 60名の参加でした。はじ

めに「試してみよう !職務評価」としてホームヘルパーの職務評価を6グループに分かれて参加者全員で体験。

次に「労働基準法 4条による賃金是正と IL0100号条約」と題した中野麻美弁護士のお話。そして既に職務評価

に取り組んでいる東京ケアユニオン、郵政労働者ユニオン、兼松裁判元原告からの報告とこの3名 に中野弁護

士、PECO(ベイ・エクイティ・コンサルティング・オフィス)の屋嘉比さんを加えてディスカッションという

内容の濃い 3時間でした。

厚生 が「職務分析職務評価実施マニュアル」を作成しました。改正パート労働法の国会審議時の国会

附帯決議「短時間労働者と通常の労働者との均等・均衡待遇の確保を更に進めるため、参考となる先進的な雇用

管理事例のほか、職務分析の手法や比較を行うための指標 (モ ノサシ)について内外の情報を収集するととも

に、事業主に対し、それらを提供することにより、その取組を支援すること。 (参議院厚生労働委員会 2007

年 5月 24日 )」 を踏まえて作成したとしています。厚労省ホームページの「雇用均等・両立支援・パート労働

情報」にマニュアルと試行ツールが掲載されています。はたして私たちが要望してきた内容になっているのか?

と均等待遇アクション21事務局で読んでみました。残念ながら違うようです。資料としてのマニュアル概要版

の一部抜粋と均等待遇アクション21事務局コメントを同封します。

5月 30日 に開催された「なくそう !官製ワーキングプア第 2回反貧困集会は、全国から270名 もの参加があ

りました。特に大きな問題として、国の「日 雇々用非常勤職員」への雇用年限 (3年)制度化が行われようと

しており、さらに自治体にも波及する危険性も指摘され、阻止する取組みが提起されました。また、昨年の集

会を踏まえて、『なくそう !官製ワーキングプア』(官製ワーキングプア研究会編 日本評論社)という本が発

行されました。関心のある方はご一読を !

昨年の国連女性差別撤廃委員会の総括所見からまもなく 1年。日 は、フォローアップ項目 (「 民法改正」

と「暫定的特別措置」)の実施に関する報告を 2年以内に行わなければなりません。日本のフォローアップ項目

を担当するシモノビッチ委員 (ク ロアチア)を招聘して JNNCと 他団体共催のワークシヨップを国立女性教育会

館 (ヌ エック)で 8月 28日 (土)12:30～ 14:30研修棟 2F大会議室にて開催します。他に 8/29(日 )大阪 (WWN)、

9/2(木)内閣府主催の「聞く会」/日 弁連主催フォーラム、9/4(土)福島県男女共生センター主催フォーラム

等々が予定されています。ぜひご参加を !

10年参議院選挙「雇用の均等待遇に関する政党アンケート」を実施しました l!

第3次男女共同参画基本計画策定に当たつての基本的な考え方」がまもなく答申の予定 !

労省が職務分析・職務評価実施マニュアル作成 !・・・はたしてその内容は??

くそう!官製ワーキングプア～第 2回反貧困集会に270名参加 !!

(土 )ヌエックワークショップ「国連女性差別撤廃委員と語る日本の課題Jへご参加を !
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【呼びかけ人】

相原久美子 浅倉むつ子 伊田 広行 大沢 真理 大野 町子 大脇 雅子 木下 武男 木村 愛子

熊沢 誠 小池 晃 小宮山洋子 柴山恵美子 清水 澄子 工路 怜子 菅沼 友子 竹中恵美子 津和 慶子

寺沢 勝子 中野 麻美 林  弘子 林 陽子 福島みずほ 藤田 一枝 船橋 邦子 古田 典子 松本 惟子

円 より子 三山 雅子 森 ます美 山本  博  吉川 春子 脇田  滋

【賛同者】合場敬子 相澤美智子 青木艶子 赤石千衣子 赤羽佳世子 赤松良子 秋元恵子 秋山淳子 浅井真

由美 朝倉泰子 浅野美恵子 荒井利津子 安藤直子 飯田治子 飯塚雅子 丼加田まり 五十嵐美那子 池田資

子 池田芳江 石田絹子 石田好江 居城舜子 石川久枝 石橋慶子 石原豊子 石田久仁子 伊豆田アキ 伊田

久美子 市川若子 市吉澄枝 伊藤セツ 伊藤みどり 稲場みち子 稲元周子 稲垣眸 稲邑恭子 丼上美代 井

上睦子 丼上好子 今井けい 今福庸夫 岩井久江 上田佐紀子 植野妙実子 宇賀神慶子 宇仁宏幸 内田典子

内海和子 梅沢栄子 浦川悦子 江藤智佐子 江野本啓子 江森民夫 遠藤恵子 遠藤公嗣 大国和江 大竹美登

利 大貫遵子 大本徹 大山七穂 緒方玉江 小城智子 奥山たえ子 奥山えみ子 奥田公恵 奥田祐子 尾沢邦

子 小沢明美 尾崎かおる 尾崎公子 小田みどり 尾辻喜代子 小野寺さよ子 折原和代 折原由紀子 飼手和

子 片岡千鶴子 片岡陽子 加藤順子 加藤伊都子 加藤登紀子 門林洋子 角山優子 金子哲夫 鎌倉淑子 上

村勝行 亀永能布子 亀田篤子 鴨田哲郎 河上婦志子 川橋幸子 川名はつ子 漢人明子 木越陽子 木住野理

栄 北明美 北岡孝義 貴田月美 北日明代 木村瑛子 木村涼子 木元弘子 木元美代子 草薙順一 櫛渕万里

楠井道雄 工藤仁美 國本淳子 久野澄子 久場嬉子 熊崎清子 久米弘子 倉知博 黒岩秩子 黒岩容子 黒沢

節子 桑原輝子 玄場絢子 郡和子 越堂静子 伍賀偕子 小島妙子 小島八重子 後藤安子 五島昌子 小林千

代美 小林佳子 小林ひろ子 小林真千子 小松満貴子 小松加代子 菰田由美子 小柳優子 古山啓子 近藤正

代 近藤美恵子 今野久子 斎藤栄子 斉藤繁子 斉藤正美 坂井隆之 酒井和子 酒井興子 逆井征子 坂本敦

子 坂本福子 阪本美知子 佐崎和子 佐藤敦子 佐藤由紀子 佐藤公子 佐藤周一 塩原節子 志賀寛子 宍倉

良枝 設楽ヨシ子 志田なや子 芝崎麻紀子 島田美恵子 嶋り|は き子 清水計枝 清水純子 清水直子 清水恵

白木憲一郎 新谷文子 神惇子 陣内絹恵 末永節子 杉村和美 杉井静子 鈴木よし子 鈴木京子 清山玲 関

優美 瀬古由紀子 瀬野喜代 添田包子 高島順子 高島道枝 高木睦子 高橋高子 高橋広子 高橋弘子 高橋

みよ子 高橋洋子 高山紀世美 高田洋子 高村裕子 高須裕彦 滝沢香 滝秀樹 武井多佳子 竹内勝子 竹内

三輪 竹信三恵子 但馬けい子 田代瑞恵 立花英人 龍田美智恵 建部玲子 立間節子 田代早苗 谷恵子 谷

博之 田沼祥子 田沼久男 田中喬子 田中玉枝 田中環 津久井勝子 辻新一 堤典子 綱島文江 椿茂雄 露

木肇子 都留伸吾 戸枝晶子 遠野はるひ 当麻よし子 戸川美穂子 徳茂万知子 戸塚秀夫 富永誠治 富田修

司 内藤篤男 内藤忍 中村史子 仲谷良子 中村和雄 中村ひろ子 中谷紀子 中谷文美 永井初子 永井よし

子 長嶋信也 長坂寿久 中林晶子 名田明子 夏木ふみ 鍋島初美 贄り|1由美子 二木洋子 西島博 西田英俊

西浜楢和 西谷敏 仁田裕子 丹羽雅代 根本ますみ 野崎光枝 野畑員理子 野村生代 橋本ヒロ子 長谷川伸

子 畑中邦子 八谷真智子 服部雅美 馬場裕子 花崎摂 浜田小夜子 早房長治 葉山洋子 林誠子 林瑞枝

原澤那美子 坂喜代子 樋川つや子 肥田和子 日向繁子 平川和子 平川景子 平川弘子 広木道子 深澤秀子

福原宇子 福田健一 福地絵子 藤井俊道 藤浦由美 藤枝泉 藤沢真砂子 布施由女 舟山三千子 古田睦美

古守恵子 古谷悦子 朴木佳結留 細谷久美子 堀江和子 堀内光子 堀口悦子 本間伸子 本田次男 本間節子

本間重子 真壁清子 牧田真由美 松井京子 松野菊美 松崎歌子 松村文人 三浦まり 三重野栄子 三島春子

三橋敦子 南明美 宮地光子 官成友恵 村上克子 村松安子 村藤美枝子 望月悦子 望月すみ江 本尾良 本

山央子 守芙美子 森容子 森本孝子 森田園子 森田千恵 森谷久子 屋嘉比ふみ子 柳沼千枝 矢澤澄子 矢

澤江美子 矢島床子 矢谷康子 山崎久民 山崎摩耶 山下慶子 山下はるみ 山下泰子 山口雪子 山藤将之

山田久爾枝 山本幸子 山崎員由美 山本令子 山崎耕一郎 山口わか子 柚木康子 養父知美 横山基子 吉田

隆 吉田啓子 吉田千秋 吉原美恵子 吉村怜子 四谷信子 和気文子 脇本ちよみ 渡辺泰子 渡辺聡 和田肇

和田成枝 匿名 3名
【賛同団体】アミカス嘱託職員ユニオン おんな労働組合 (関西) 神奈川シティユニオン 関西女の労働問題研

究会 均等待遇アクション 21京都  国労婦人部 自治労中央本部女性部 自治労横浜関連支部協議会 昭和シ
ェル労組 女性ユニオン東京 すみだユニオン せんしゅうユニオン 全国労働組合連絡協議会女性委員会 全統
一労働組合 大鵬薬品工業労働組合 男女差別賃金をなくす連絡会 都議会生活者ネットワーク なかまユニオン

那覇市職労那覇市臨時非常勤職員労働組合 新潟県教職員組合女性部 にいがた女性会議女性の労働部会 日本教

職員組合女性部 日本労働組合総連合会男女平等局 練馬区立図書館協力員労働組合 働く女性の人権センターい

こる ふぇみん婦人民主クラブ 民主党 郵政労働者ユニオン 横浜フォーラム労働組合 連合大阪  CAW・ネッ

卜・ジャパン I女性会議 I女性会議大阪 I女性会議東京都本部 (10.06.30現 在 )

ユ

《2008年度分 (2008年 4月 ～09年 3月 )以降、賛同費をご納入いただきました方々のお名前を掲載しています。



「第 3次男女共 同参画基本計画策定 に向けて (中間整理 )」 に関する意見

2010年 5月 10日

均等待遇アクション21事務局

第 1部  基本的な考え方

I目 指すべき社会

①固定的役割分担意識をなくした男女平等社会の実現にむけ、世帯単位の制度・慣行から個人単位の制

度・慣行への変更との視点で制度・慣行の見直しを喫緊の課題として明示したことを評価する。

④として「国際規範が尊重され、国際協力、貢献を目指す社会」を追加する。

第 2部 重点分野

第 4分野 .雇用等の分野における男女の均等な機会 と待遇の確保について

1、 雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保対策の推進の具体的取組について

① 男女間賃金格差の解消に向けた取組として、「現行ガイ ドラインの周知・啓発の推進と、労使の取組
を推進する支援ツールの提供」が示されているが、これでは効果は期待できない。今年4月 の男女間賃

金格差研究会報告では、現行ガイドラインは効果がなかったと指摘されている。また、支援ツールは企

業が労働者の処遇データを把握するものに過ぎない。ポジティブ。アクションに取組む企業は減つてお
り、個々の企業に委ねるだけでは格差是正は進まない。 I L0100号条約の趣旨を踏まえ、労基法4条
に IL0100号 条約に基づく同一価値労働同一賃金の原則を明文化するという国の積極的な姿勢が必要で

ある。

②  「 IIン 0100号条約の実効性確保のため、職務評価手法等の研究開発を進める」ことについては、

客観的で性に中立的な職務評価制度の確立のために、「広く女性労働者の声を聞く研究会を厚労省に設置

する」など、研究会の性格付けまで明確にする必要がある。

③男女間の賃金格差を是正するために下記のような具体的な目標を設定する必要がある。合わせて正規

労働者だけでなく非正規労働者も含めたものとすべきである。

男女賃金格差 :2015年  75%(非 正規労働者も含む)、 2020年  80%(同 )

管理職比率 : 2015年  15%  2020年  30%

④ 男女雇用機会均等法に女性差別撤廃条約第 1条の「差別の定義」を明記し、指針の「雇用管理区分」

を削除すること。

⑤ 間接差別の禁111に ついては、2004年男女雇用機会均等政策研究会報告の「間接差別として考えられ

る例」として示された福利厚生等の世帯主要件やパー トタイム労働者に対する不利な処遇などの例を全

て省令に入れるとともに、さらに拡大にむけた事例収集をおこなうこと。

2、 非正規雇用における雇用環境の整備について

① パー トタイム労働者や派遣及び有期契約労働者には、正社員と同じ仕事をしている労働者が多く存

在しており、パート労働法第 8条は差別禁止=均等を明記している。正規・非正規間の待遇改善は「均

衡」ではなく、すべて「均等・均衡」とすべきである。

② パート労働法第 8条の差別禁止の 3要件は、間接差別となるおそれがあり削除すること。パート労

働法を公務労働にも適用すること。
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③ 女性労働者の過半数が非正規でその殆どが有期雇用であるが、有期雇用労働者の育児休業取得率は

極めて低い。育児介護休業法の有期雇用労働者の取得要件を削除すること。

④  「有期労働契約」の範疇にはフルタイムの有期労働者だけでなく短時間パート・派遣労働者等も入

れて、入り口出口規制、正規労働への転換、均等待遇の法制化を図ること。

⑤  「女性が自立できる所得保障」として全国最低賃金の大幅引き上げを明記すること。

第 5分野 「男女の仕事 と生活の調和」 について

1.仕事と生活の調和の実現について

① 具体的な取組②に「健康で豊かな生活に向け、長時間労働を抑制するとともに、年次有給休暇の取

得を促進する。また、「長時間労働抑制のための施策等を検討し、実現を目指す」とあるが、「残業時間
の年間上限 150時間」等、具体的に数値目標を設定すべきである。

② 具体的な取組③に「育児。介護休業、短時間勤務、短時間正社員制度、短日数勤務、テレワーク等、

ライフスタイルに応じた多様な働き方の普及 (あ るいは普及のための検討)を進める」とあるが、女性

の半数以上が、非正規 (有期雇用)と いう現実からすれば、本人が選択でき、均等待遇が保障されるこ

とが必要だ。なお、育児・介護休業法の有期雇用労働者の取得要件は削除することが必要である。

③ 具体的取組⑤に、IL0156号条約の趣旨も踏まえ、仕事と家庭が両立できる職場環境の整備を促進

することが述べられており、「育児休業中の経済的支援」が挙げられているが、現在の 50%保障では低

すぎるので、「3分の2以上の所得保障」が必要と考えられる。

2.多様なライフスタイルに対応した子育て支援策の充実について

① 施策の基本的方向では、「『子ども。子育てビジョン』に基づく」とされているだけなので、ビジョ

ンを見てみると、「幼稚園等の既存の社会資源の活用」で「幼保一体化を進めるJこ とが意図されており、

株式会社の参入も歓迎されている。利益追求の結果、保育労働者の非正規化にもつながりかねず、「保育

を公的責任で担っていくJと いう基本姿勢の堅持を明確にすべきである。

② 具体的な取組では、保育所待機児童の解消を図るとあるが、保育所の整備と新規開設を早急に取り

組むべきである。「放課後子どもプランJの推進についても、児童を受け入れる施設の拡充とともに、対

応する労働者 (保育士・学童保育指導員)の待遇改善も合わせて考慮すべきである。

第 14分野 「国際規範の尊重と国際社会の『平等・開発・平和』への貢献Jについて

Ⅲ 施策の基本的方向と具体的な取組 1.(2)具体的な取組③について

ILO条約の未批准の条約については、ここにあげられているパートタイム労働に関する条約 (175

号条約)、 母性保護条約 (183号条約)、 雇用及び職業についての差別待遇に関する条約 (111号)だけ

でなく、使用者の発意による雇用の終了に関する条約 (158号)も 重要なものであるので加え、早急な

批准に向けて検討すべきである。

女性差別撤廃条約の選択議定書の批准は、本条約締結国として喫緊に行うべき課題と考える。女性差

別撤廃条約、選択議定書、女性差別撤廃委員会からの最終所見をはじめとした国際規範、国際機関から

の意見、勧告等は、政治家、政府職員、司法 (法曹関係者)、 労働局、労働基準監督署をはじめとしたあ

らゆる機関に周知徹底すべきものと考える。

各



厚労省 2010年 3月 発行『「職務分析・職務評価実施実践マニュアル」～パー ト社員の能力を

より有効に発揮 してもらうために～』についてのコメン ト

2010年 7月

均等待遇アクション 21事務局

1.使用者は均等待遇を免れる

パー トタイム労働法に基づくこのマニュアルは使用者向けに、均等待遇を実現するためではな

く、企業がどうすればパー トタイムと正社員の賃金格差に合理的な理由をつけることができるか、

という視点に立って作成 したと思われる。

パー ト労働法 8条では、パー ト労働者が「通常労働者と同視すべき短時間労働者に対する差別

的取扱いの禁止」の対象者として認められるためには、①職務の内容、②人材活用の仕組みや運

用など<転勤や配置転換の有無及び範囲 >、 ③契約期間の 3要件が通常労働者 と同じという条件

が必要である。

このマニュアルは、①の職務の内容に基づく待遇を実施するために、「職務分析・職務評価」の

手法を説明しているが、その中身は使用者を援助するものに過ぎない。

まず「職務分析」のステップは、 I業務の内容、Ⅱ責任の程度のふたつだけで、 Iの ステップ

で職務の内容が異なればその時点で対象外とされ、パー トと正社員が「同種の業務」についてい

ることが第一条件となっている。職務が実質的に同じと認められる場合、「責任の程度」のステッ

プに進むが、①権限 (部下の有無、権限の範囲)、 ②役割の範囲、③ トラブル発生や緊急時の対応、

④成果への期待の程度、等 4要素について評価 し、ひとつでも正社員の方が「責任が大きい」と

判断されれば、「職務の内容は異なる」という結果になり、均等待遇の対象から外されるという

ものだ。

このマニュアルは、正社員とパー ト労働者の職務内容や責任がいかに違うかということだけに

注視 し、使用者が「だから格差は合理的」と言い逃れるためのものである。「あるべき職務評価の

趣旨と手法」を歪曲して構成されている。成果主義 (能 力給)賃金の本質が見え隠れする。

パー トの労働実態では職務内容が多少違 っても、職務の価値はほとんど同じという働き方が広

がっている。パー ト労働法には「就業構造の変化等の社会経済情勢の変化に伴い、短時間労働者

の果たす役割の重要性が増大 している」と、パー トを「戦力」として位置づけているが、「公正な

職務評価」を行わず、。いつまでも安価な景気調節弁 して活用するだけでは、日本が国際的な批判

を受け続けることは避けられないだろう。

2.国際基準と私たちが求める職務評価制度

国際労働基準である I L 0100号 条約「同一価値労働同一報酬原則」(日 本は 1967年批准)は、

構造的に分離された女性職 (女性が 70%以上)、 男性職 (男性が 70%以 上)と いう性別職務分離

による性差別賃金を是正することを目的 としている。つまり、職務が異なる男性 と女性の職務を、

ジェンダー中立に分析 。評価することが実施 目標である。100号条約の趣旨はパー ト労働者にも

適用 し、非正規と正規の均等待遇を推進するものでもある。

すでに国際基準として各国で実践されている職務評価の手法は、①知識・技能、②精神的・肉

体的負担、③責任、④労働環境の 4つ のファクターによって評価 し、数値化する。総合評価であ

るため、仮に責任の点数が低かったとしても、負担や労働環境などが高ければ、総合点また平均

点は上がる。ジェンダー平等な分析と客観的な評価を行って、正当な職務の価値を出すことが求

められる。

l L0175号 条約 (パ ー ト労働条約 。日本は未批准)で は、労働条件のすべてにおいて正規労

働者との均等待遇が謳われ、EU諸国では 175号条約に基づいた国内法を整備 している。

第 3次男女共同参画基本計画の中間整理や菅内閣での「新成長戦略」では、主張は弱いにして

も「 同一価値労働同一賃金に向けた均等・均衡待遇の推進を取組む」と記載された。しかし、今

回発表されたマニュアルで「取組んだ」と弁明することは許されないだろう。

私たちは均衡ではなく均等待遇が喫緊の課題として、速やかに具体的な取 り組みを進めるよう

要望 し続けてきた。国際条約の趣旨に則 ったパー ト労働法に改正 し、国際基準の職務評価制度を

早急に確立する必要がある。

ダ
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雇用の均等待遇に関する政党アンケート(2010年 6月 )

―-2010年 6月 21日 現在一―

均等待遇アクション21事務局

1今回 12の政党にアンケート用紙を郵送し、表にある5つの政党からFAXで回答を得た。また自由民主党からは「回答は無理」との返事。

回答のなかった政党は、公明党、新党日本、みんなの党、新党改革、たちあがれ日本、幸福実現党。
2アンケートは質問 10項目についてまず 1賛成 2反対 3その他の中から選択してもらい、その理由について記述してもらつた。
36月 2日 郵送～6月 11日締め切りで実施

質  問 民 主 党 社 会 民 主 党 日 本 共 産 党 国 民 新 党 日 本 創 新 党

1日 本政府は、労働基準法第 4条は日

●が批准している:L0100号条約上の

同一饉饉労働同―賃金の原則を反映
て́いると主張していますが、日連の女

生差別撤廃委員会やLO条約働告適
■専門委員会は、労墓法4条に同一価

自労働国―賃金の原則を明文化する
|う求めています。貴党はどうお考えで
ケか。

その他

採用、商威、配置、評価、

昇綸、昇格など雇用システ
ム全体の中で「ジョブJの経

念を社会的に明確にする

必要があり、原則の明文化

ありきではないと考えてい

るから。

賛成

労働基準法は、憲法 14

条の平等原則や :LO条

約の規定を具体化する

ために、男女同一賃金の

原則を定めています。菫

用における男女平等を

実現すべく、労基法 4条
に同一価値労働伺―賃

金の原則を明文化するこ

とに賛成です。

賛成

目臓的にも確立した原則を明

記することは当然です。政策

に「同一価値労働同一賃金」

の原則にもとづいて均等待遇

の法制化をかかげています。

賛成

まうが得になるJ社会の実現を目指し、低
F得勤労者への支援と就労意欧が高まる
ケ策を考えています。 また、若年層や女

生、高齢者の雇用拡大のための諸憫度の

を実を回つてまいります。とくに高齢者に
,いては、「生涯現役」で、自立した生活を

瞥むことができる「楽しい長寿社会」の実
見を目指します。安心して子青てがせ る

「 境整備としては、いわゆる「待機児童」

`口

に向けた取り組み等で、青児と労働の

日立がしやすい社会の実現を目指しま

「。そのほか、障害者に対する就労支援
I推進し、障害者の生活基盤の充実に努
りてまいります。 人材育成の観点では、

E業教育の強化、職集高校の改革、ま

=、

社会人のキヤリアアツプに関する取り
巳みを行つてまいります。 lLO条約の批
圭状況や、各種雇用関連の法律改正、そ
)他の法制度と現状の雇用関係をめぐる

曽問題につきましては、ひきつづき、わが

しを支える各地の首長や地方議員、そし
r党員、支持してくだきる国民の皆様から
)現場からの声や、山田党首をは動 、中
ヨ代表幹事、斎藤政策委員長をはじめと
にる党役員そして、候補予定者など、各地
)最前線での経験とネットワークを活かし
[、 鋭意取り組んでいく考えです。

L内閣府男女共同参画会議が6月 に出
″た「第 3次男女共同参画基本計画策
きに当たっての鉢 的な考え方Jでは、
E用の分野における具体的な取組とし
〔『L01∞ 号条約の実効性確保のた
ら、職薔諄優手法等の研究開発を進め
5Jと明日されています。私たちは、「客
已的で性に中立的な職務評価制度」の

t立には女性労働者や非正規労働者
,実態を反映し、職務評価に精通した

「 門家による職務諄籠委員会の設置

「
が必要ではないかと考えています。

キ党はどうお考えですか。

賛成

設置の際には実務感覚の

伴つた労使 (男女、非正規・

正規のどちらも)の代表の

参加が必要と考える。

賛成

同一価値労働同一賃金

の原則を推進していくた

めには、審観的で性に中

立な職務諄饉制度は不

可欠であると考えます。

義務評優委員会年を設

置し、具体的な作業を開

始すべきです。

賛成
:LO条約がもとめているのは、

報酬率を性別による差811なし

に定めるための措置をとるこ

とであり、赫 評価制度だけ

でなく、差別の実態に即して

改善をはかるためのその国に

応じたさまざまな手法や体制
の研究が適切なIZ/でおこなわ

れることが必要と考えていま

す。

12000年の女性正社員の賃金は男性
に社員の 698%で 、非正規も含めると

男女間の賃金格差は 50%になります。

Lたちは賃金格差を是正するために、
E規労働者だけでなく非正規労働者も

自めた数値目機を設定するこ勧 く必要
1と考えています。OECDの 平均である
Ю96を 2020年までに達成するという歓
菫目標を最定することについて、競
まどうお考えですか。

その他

採用、育成、配置、評価、

昇給、昇格などを含め、雇

用システム全体の変革を

伴わなければ賃金格差の

解決にはつながらず、数値

目標ありきではないから。

賛成

非常に具体的な目様で

あり賛成です。

賛成

日本の男女賃金格差は着外

国と比しても大きく、改善も遅

れています。政府が日標を設

定してとりくむことは重要で

す。同時に、その達成のため

には、差別是正のための実効

ある法整備が必要であり、迅

速に差311を改善するための相

談窓日、救済機関の拡充、企

業に対する指導の強化などの

措置が求められています。

賛 成

:男女雇用機会均等法は、指針で差
別の判断がr雇用管理区分」ごととされ

ているため,実質的な差別禁上にはな
つていません。女性差別撒廃委員会(C
三DAW)からも求められている指針の‐
雇用管理区分」を廃止することについ
て貴党はどうお考えですか。

その他

個々人の人生において、各
段階での意欲、能力に応じ

てどのような働き方が選択

可能なのか、透明性、合理

性を確保する中で、廃上の

是非を議論すべき。

贅威
「雇用管理区分」は女性

差男1の逃げ道になつてい

ます。法の実効性を発揮

させるためには、「雇用

管理区分」を廃止するこ

とに賛成です。

贅威
「雇用管理区分Jが違うからと

いうことで、法規制をのがれ、

さまざまな差別の温床になっ

ています。これを廃止すること

は当然必要です。

その他

今後十分な検討が必要であ

る。

男女雇用機会均等法第7条では間接
E別を禁上し、省令では3つに限定して

まヽす。私たちは、2004年 男女雇用機
均ヽ等政策研究会報告の「間接差別と

,て考えられる例」として示された福利
に生等の世帯主要件やパートタイム労
由者に対する不利な処遇などの例を全
:省令に入れるとともに、さらに拡大に

,けた事例収集をおこなうことが必要
『あると考えています。貴党はどうお考
しですか。

その他

省令に入れれば、行政指

導の対象になり、間接差別
の禁上の実効性が高まる
ことにはなるが、使用者が

いわゆる非正規労働者の

賃金その他労働条件につ

いて、合理的な理由がある

場合でなければ、通常の

労働者と差別的取扱いをし
てはならない旨、労働契約

法に明文化することなどに

より、使用者に証明責任を

課す方法もありうると考え

る。

贄威

間接差別を実効あるもの

にするためにご提案の趣

旨に賛成です。

賛成

間接差別の対彙を3つに限定

した規定を廃止し、対象の拡

大を求めることは当然必要で

す。同時に、大事なことは、ど

れが同接差別にあたるかを一

つ一つ省令に加えていくという
ことでなく、女性に対する差別

を直接、間接に関わらず禁止

することです。そして、気軽に

相談できて崚限をもつ救済機

関を整備し、差別の実態に即

して個別に判断できるように

することが必要だと考えてい

ます。

その他

今後十分な検討が必要であ

る。

7



件(正社員と同一職務、転動や配転
有無が正社員と同じ、期間の定めの
しヽ労働契約)は 、間接姜311となるおそ
があります。私たちは削除すべきだ
けえていますが、貴党はどうお考えで
か。

その他
バート労働法の比較対魚

はきわめて限定されてお

り、問題。問接差別の認定
について、パート労働法に

依拠して.行政指導に頼る

のか、労働契約法にような

民事法にシフトして、労働

審判等の活用により、判例

を積み重ねるべきか考える

時期にある。

賛成

3要件に該当するパート

労働者は極めて限定的

です。すべてのパート労

働者に対する差別を禁
止するために、ご提案の

趣旨に賛成です。

賛成
パート労働法8彙は、業務内

害や責任の程産が違う、患用
契約が違うなど、さまざまな理

由によつて均等待遇の対象か
らはずすことを可能にし、結局
ごく一部のパート労働者にし
か適用されないもので問題で

す。自1除し、均等待遇の原則
を明

“

すべきです。

1用すべきであると考えていますが、貴

絆{まどうお考えですか。

|

|

賛成

民主党が提出した労働契

約法案ではすでに適用を

想定している。

賛成
「官製ワーキングプア」は

深刻さを増しています。
ご提案の趣旨に賛成で
す。

賛成
公務の臨時・非常勧労働者の

増大と劣悪な労働条件は、住

民・国民への行政サービスの

維持・向上という点からも重大

な問題であり.パート労働法

の適用は当然です。同時に、

ワーキングリワが社会的問

題になつているとき、官公庁、

自治体が率先して増やしてき

た非正規雇用労働者の正規

化をすすめ、労働条件改善の

先頭に立つべきです。また公

共事業などの公契約に人間ら

しい労働条件を確保する公契

約法・条例の制定をすすめる

ことも必要です。

その他

今後十分な検討が必要であ

る。

職珊 勘 番
「

が、貴党はどうお考えですか。

その他

有期雇用労働者の残余の

雇用期間が一定期間があ

る場合、取得可能にするな
ど、無期雇用労働者の制

度設針とあわせて改善す
べきである。

賛成

「青体切りJの拡大を防ぐ

ために、有期雇用労働者
のみの取得要件を削除

すべきと考えます。

賛成
パートや派遣、臨時など有期

雇用労働者の取得要件は不

当なものであり、削除すること

が必要です。有給休暇などの

基準と同様に、6ヶ月以上屋

用されている労働者すべてに

適用すべきと考えます。

賛成

IIIi

反復更新する培合は正規労働へ転
すること、

正規労働者とフルタイムパート、有期
.無遺労働者等との均等待

が必要
考えています。貴党はどうお考えで

か 。

その他
2と 3については党内議論

をしていない。

賛成

無限定に拡大し続ける有

期契約労働に歯止めを

かけるために、ご提案の

趣旨に賛成です。

賛成

いつ仕事がなくなるか分から

ない失業と隣り合わせの働き

方てある短期・反復の雇用契

約は、非正規燿用労働者の弱

い立場と劣悪な労働条件の大

きな要因です。反復更新する

こと自体が合理的な理由のな

いことを示すものであり、正規

労働に転換することが重要で

す。

その他

今後十分な検討が必要であ

る。

“

)111号条約

11賛成 2反対 3その他

|

「
キ蹂 言亀襲対 3その他

|

[狙量鶴対3そ的
183号条約

賛成 2反対

1)賛成
2)賛成
3)賛成

4)賛成

条約批准にかかわらず、国

内法のさらなる整備をすす
めるべき。

1)贅威
2)賛成
3)賛 成

4)贅威
どれも屋用の男女平等

を推進するために重要な

条約であり、早期に国内

法を整え批准すべきであ

ると考えます。

1)賛成
2)賛 成
3)賛 成
4)贅 威
いずれも雇用における差別是
正や労働者の権利保護、母性
保護のための重要な条約で

あり、批准し、それにふさわし
い国内法の整備を急ぐべきで

す。

1)その他

今後十分な検討が必要であ

る。

2)その他

今後十分な検討が必要であ

る。
3)その他

今後十分な検討が必要であ

る。
4)その他

今後十分な検討が必要であ

る。
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